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１　はじめに
　韓国の巡回教育（itinerant education）とは、障害
や病気等により学校で教育を受けることが困難な学生
に対し、教員等が家庭、福祉施設、医療機関、そして
通常学校を訪問して行う教育である（Lim, Kawasaki, 
& Sakai, 2019）。法的根拠については、「障害者等に
対する特殊教育法」（以下、特殊教育法）第２条、第
18条、そして第25条を参照されたい。なお、本研究で
いう「学生」は、０～17歳（３～17歳：無償・義務教
育、０～２歳：無償教育）に該当する特殊教育対象者
である。
　韓国の巡回教育と日本の訪問教育は、若干の差異は
あるものの、法的定義をはじめ、内容と方法などに類
似点が多く見られる。そのため、韓国の巡回教育の現
況と課題について検討してみることは、韓国だけでは
なく、日本の訪問教育の今後の在り方を考えるに当
たっても有効であると考えられる。
　本研究では、韓国の教育部（日本の「文部科学省」
に該当）の特殊教育統計及び関連専攻研究などの文献
資料をもとに、韓国における巡回教育の現況と課題に
ついて明らかにすることを目的とした。具体的な目的
は以下の３つであった。
　第一に、先行研究と関連法律をもとに、巡回教育の
歴史をまとめる。
　第二に、特殊教育統計（教育部，2010～2019）をも
とに、巡回教育の現状を明らかにする。
　第三に、先行研究のうち、巡回教育の課題に関する
言及を抽出した後、日本の訪問教育の課題をまとめた
Lim et al.（2019）の結果と比較検討し、日韓の共通
点と差異点を明らかにする。
２　巡回教育の歴史
　巡回教育の歴史は、法的保障以前時期（1963年～
1993年）と法的保障以後時期（1994年～現在）で分け
られる。前者は各自治体が「家庭訪問」を中心に巡回
教育を実施した時期であり、後者は巡回教育に関する
条項が特殊教育振興法（1977年制定、2007年の特殊教
育法の制定に伴い廃止）の1994年改定時に追加されて
現在に至る時期である。
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２．１　法的保障以前時期
　韓国の巡回教育の始まりは、1964年３月に釜山広域
市１が設置した「家庭訪問制特殊学級」である。1963
年３月、釜山広域市の市長と教育監（日本の「教育
長」に該当）は重度・重複障害児のため家庭訪問制特
殊学級の必要性について協議した上で、同年７月に朴
正熙２国家再建最高会議長から特別補助金を受けて、
市内の小学校に家庭訪問制特殊学級（28学級）を設置
した（大韓特殊教育学会，1995）。その結果、1964年
３月、障害学生128名の入学式が行われた。釜山広域
市に続いて、他の自治体でも家庭訪問制特殊学級を設
置し始めた。たとえば、京畿道の場合は、1979年３月
の仁川市（２学級、23名）と水原市（１学級、９名）
の小学校をはじめとして、1980年３月には城南市と富
川市、1982年３月には安養市など、家庭訪問制特殊学
級を年々増設しながら重度・重複障害児のための巡回
教育を拡大していた。したがって、韓国の巡回教育
は、公立小学校を中心に、重度・重複障害児を対象と
した家庭訪問制特殊学級の設置から始められたといえ
る。
　一方、特殊学校の巡回教育は、1980年３月、私立肢
体不自由学校である三育再活学校３（現在、セロム学
校）で始められた（大韓特殊教育学会，1995）。三育
再活学校は、三育再活病院を退院して家庭にいた肢体
不自由児（通学困難児のみ）の要請を受けて巡回教育
を始めた。韓国の特殊学校は、国公立よりも私立を中
心に発展してきた歴史があり、1990年頃までは、各自
治体が私立特殊学校に対し「家庭訪問制特殊学級」を
設置して巡回教育を行うように要求することは難しい
状況であった。そのような時代的状況をふまえ、自治
体は公立小学校を中心に巡回教育を実施するように
なったといえる。現在でもそのような状況が続いてお
り、私立特殊学校（91校）のほうが国立（５校）と公
立（81校）よりも多い（教育部，2019）。しかし、現
在の特殊学校の大半は巡回教育を行っている。
２．２　法的保障以後時期
　韓国の巡回教育は、1994年の特殊教育振興法の改
定、すなわち第２条第５項と第14条の追加により、法
的根拠が定められた。その後、巡回教育は、特殊教育
の一形態として位置付けられ、自治体よりも国レベ
ルで制度改善に取り組むようになった。さらに、巡回
教育の関連条項は、2007年の特殊教育法の制定（特殊
教育振興法の廃止）を契機としてより具体化された。
Table 1には、1994年の特殊教育振興法と2007年の特
殊教育法の比較結果を示した。
　関連条項については、まず特殊教育振興法第14条第
１項の「教育監は各級学校で統合教育を受けている特
殊教育対象者の教育のため必要な場合、巡回教育また
は派遣教育４を実施しなければならない」に注目する
必要がある。同法第14条第２項は日本の訪問教育と同
様であると言っても過言ではないが、第１項は日本
の訪問教育ではなく、地域支援（特別支援学校のセン
ター的機能）に近い内容である。つまり、韓国の巡回
教育は日本における訪問教育と地域支援といった２つ
の役割を担っている制度だと推察される。その理念は
特殊教育法にも継承されている。
　1990年代は、UNESCOのサラマンカ声明５の影響
を受け、世界の特殊教育が「分離教育」（segregated 
education）から「統合教育」（inclusive education）
への転換を促進している時期であった。そのような世
界の動向は、1994年の特殊教育振興法の改定にも影響
を与え、巡回教育に関しては、従来の役割（家庭、福
祉施設、医療機関への訪問・派遣）に加え、統合教育
を支援する役割（通常学校への訪問・派遣）が求めら
れるようになったのである。しかし、巡回教育の統合
教育を支援する役割は、2001年の「特殊教育支援セン
ター６」が設立されるまで十分な機能を果たしていた
とはいえない。特殊教育支援センターは、2001年のモ
デル事業（26センター）で設置しはじめられ、2019年
現在、全国で198センターが運営されており、統合教
育を支援する役割の大半を担っている。特殊教育支援
センターの設置と運営に関する法的根拠が定められた
のは、2007年の特殊教育法の制定であった（特殊教育
法第11条など）。
　以上のことをふまえ、巡回教育の運営体制をまとめ
てみると、Fig. 1のようになる。今後、韓国における
巡回教育の在り方を検討するときには、分離教育型巡
回教育と統合教育型巡回教育における運営体制の差異
を考慮した上で、法制度の整備、教員養成及び現職研
修の充実などに取り組む必要がある。また、分離教育
型巡回教育（家庭巡回教育と施設・病院巡回教育）に
おいては日本の訪問教育、統合教育型巡回教育（特殊
教育支援センターによる巡回教育と特殊学級教員によ
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Fig. １　巡回教育の運営体制
Table 1　巡回教育関連条項の比較結果
法律名 関連条項
特殊教育振興法 第２条（定義）
５．巡回教育とは、特殊教育を担当する教員（以下、「特殊学校教員」という）が家庭や医療機関、
学校、そのほかの施設などにいる特殊教育対象者を訪問して行う特殊教育をいう。
第14条（巡回教育など）
①　教育監は各級学校で統合教育を受けている特殊教育対象者の教育のため必要な場合、巡回教
育または派遣教育を実施しなければならない。
②　教育監は学齢期が過ぎたり、教育を受けていない特殊教育対象者が収容されている障害者福
祉施設・児童福祉施設・治療機関または家庭などに特殊学校教員を巡回させたり、派遣して教
育を実施することに必要な対策を講究しなければならない。
障害者等に対する
特殊教育法
第２条（定義）
８．巡回教育とは、特殊教育教員及び特殊教育関連サービス担当者が各級学校や医療機関、家庭
または福祉施設（障害者福祉施設、児童福祉施設などをいう。以下同様）などにいる特殊教育対
象者を直接訪問して実施する教育をいう。
第18条（障害乳児の教育支援）
③　第２項によって配置された障害乳児が医療機関、福祉施設または家庭などにいる場合には、
特殊教育教員及び特殊教育関連サービス担当者などによる巡回教育を提供することができる。
第25条（巡回教育など）
①　教育長または教育監は通常学校で統合教育を受けている特殊教育対象者を支援するために、
通常学校及び特殊教育支援センターにおいて特殊教育教員及び特殊教育関連サービス担当者を
配置して巡回教育を実施しなければならない。
②　教育監は障害程度が重く、長・短期の欠席が避けられない特殊教育対象者の教育のため必要
な場合、巡回教育を実施しなければならない。
③　教育監は移動や運動機能の障害が重く、各級学校で教育を受けることが困難または不可能で
あり、福祉施設・医療機関または家庭などにいる特殊教育対象者の教育のため必要な場合、巡
回教育を実施しなければならない。
④　教育長または教育監は第３項による巡回教育の実施のために、医療機関及び福祉施設などに
学級を設置・運営するなど必要な措置を講究しなければならない。
⑤　国家または地方自治団体は、第４項により、学級が設置・運営されている医療機関及び福祉
施設などに対し、国立または公立特殊教育機関レベルの教育が行われるようにするために、大
統領令によって定められた行政的・財政的支援を行うことができる。
　注１）韓国の行政区域は、広域団体（特別市／広域市／特別自治道／道）と基礎団体（市／郡／区）で構成され、広域団体にある教育
庁の長を「教育監」、基礎団体にある教育庁の長を「教育長」という。
　注２）特殊教育関連サービス担当者は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などをいう。
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る巡回教育）においては日本の地域支援との比較検討
が有効であると考えられる。
３　巡回教育の現状
　巡回教育の現状については、特殊教育統計（教育
部，2010～2019）をもとに整理した。対象期間を2010
年以降にした理由は、2010年度から統計結果のまと
め方が変更されたためである。巡回教育の現状は、
Table 2～4に示した。
　巡回教育対象学生数は大幅に減少している（2010
年：8,083名、2019年：4,123名、3,960名減少）一方で、
巡回教育担当教員数には大きな変化がないことが特徴
付けられる（Table 2）。
　学生数の詳細を見ると、まず家庭と医療機関で巡回
教育を受けている学生数については穏やかな増加傾向
が見られる。これについては、医学の進歩などを背景
として医療的ケアを必要とする学生が増加している中
で、保護者待機を条件として彼らの学校教育を認める
特殊学校が多いことが原因であると推察される。しか
し、教育部をはじめとする関係機関等がモデル事業を
実施または計画しているため、数年後には法制度の整
備が完了され、家庭や医療機関で巡回教育を受けてい
る学生数は減少すると考える。
　次に、福祉施設で巡回教育を受けている学生数の
減少（2010年：1,728名、2019年：833名、895名減少）
については、福祉施設居住者の減少、福祉施設居住者
の通学割合の増加などが原因として挙げられ、今後も
その傾向は続くと考えられる。
　最後に、通常学校で巡回教育を受けている学生数
については、大幅に減少していることが特徴付けら
れ る（2010年：5,059名、2019年：1,733名、3,326名
減少）。これは、巡回教育対象学生総減少数（3,960
名）の84.0％（3,326名）を占める。また、通常学校
で巡回教育を受けている学生1,733名の2019年度の内
訳（Table 4）を見ると、1,671名（96.3％）が「特殊
教育支援センターによる巡回教育」を受けており、
残り62名（3.7％）が「特殊学級教員による巡回教育」
を受けていることが分かる。
　ところで、統合教育を前提として特殊教育を推進し
ている韓国の動向を考慮すると、特殊教育支援セン
ターの巡回教育対象学生数がなぜ大幅に減少している
のか、疑問が残る。これについては、特殊教育支援セ
ンターの運営状況を確認してみる必要がある。これま
で特殊教育支援センターは、統合教育を支援するため
にさまざまな側面で力を入れてきた。しかし、巡回教
育については、特殊学校や特殊学級がない地域にいる
学生を中心に、すなわち特殊教育を受ける機会が得ら
れなかった学生に対する支援活動として取り組んでき
た背景がある。よって、特殊学校や特殊学級の増設に
伴い、特殊教育支援センターの巡回教育対象学生数が
減少し続けているのではないかと考えられる。以上の
ことをふまえてみると、特殊教育支援センターの全般
は統合教育を支援する機能を果たしてきたが、巡回教
育としては、日本の地域支援のような機能を十分に果
たしてきたとはいえないだろう。これからの特殊教育
支援センターの巡回教育対象学生数の推移は、日本の
地域支援のような機能を強化するか否かに左右される
と考えられる。
４　巡回教育の課題
　韓国の巡回教育と日本の訪問教育の課題を比較検討
するため、本研究では「分離教育型巡回教育」のみに
注目した。統合教育型巡回教育については、日本の地
域支援との比較検討が求められることから、本研究で
は省略し、今後の課題とした。
　 分 析 対 象 論 文 は、RISS（Research Information 
Sharing Service）７を使用して検索を行い、最近の10
年間（2010～2019年）で発表された「巡回教育」に関
する学術論文のうち、以下の基準を満たす5件を選定
した。
　・分離教育型巡回教育に関する研究であること
　・研究対象者が「巡回教育担当教員」であること
（巡回教育対象学生の保護者等を除外する）
　分析対象論文５件から、巡回教育の課題に関する言
及を抽出し、Lim et al.（2019）と比較検討した結果
をTable 5に示した。Lim et al.（2019）は、日本の訪
問教育担当教員を対象としてインタビュー調査を行
い、訪問教育の課題について、学生の障害と健康、授
業形式（１：１授業による負担、他の教員との距離
感）、保護者との関係（保護者との関係形成の困難、
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Table 2　巡回教育対象学生数と巡回教育担当教員数の推移
 （単位：名）
年度
学生（教育場所基準） 教員
家庭 福祉施設 医療機関 通常学校 計 巡回 派遣 兼任 計
2019 1,477  833 80 1,733 4,123 1,247  82  35 1,364
2018 1,537  960 64 1,731 4,292 1,192  89  56 1,337
2017 1,389 1,104 87 1,878 4,458 1,154 104  51 1,309
2016 1,347 1,185 71 2,073 4,676 1,147  98 114 1,359
2015 1,324 1,320 88 2,441 5,173 1,112 110 130 1,352
2014 1,293 1,510 28 3,652 6,483 1,247 155  90 1,492
2013 1,226 1,623 56 3,321 6,226 1,193 158 119 1,470
2012 1,217 1,759 20 3,317 6,313 1,205 157  83 1,445
2011 1,217 1,869 41 3,963 7,090 1,170 160 106 1,436
2010 1,232 1,728 64 5,059 8,083 1,008 228 171 1,407
　注１）巡回は、巡回教育担当教員が家庭、福祉施設、医療機関、通常学校を訪問して行うことである。
　注２）派遣は、福祉施設や医療機関に対し、巡回教育学級を設置した上で、巡回教育担当教員を派遣して行うことである。
　注３）兼任は、地域の状況を考慮し、必要に応じて、特殊学級担任教員が巡回教育を兼任して行うことである。
 出所：2010～2019年度特殊教育統計（教育部，2010～2019）をもとに作成
Table 3　巡回教育対象学生数の担当機関別の推移
 （単位：名）
年度 特殊学校 特殊学級 特殊教育支援センター 計
2019 981 1,002 2,140 4,123
2018 925 1,135 2,232 4,292
2017 943 1,222 2,293 4,458
2016 889 1,437 2,350 4,676
2015 897 1,507 2,769 5,173
2014 857 1,634 3,992 6,483
2013 897 1,786 3,543 6,226
2012 936 1,873 3,504 6,313
2011 997 1,963 4,130 7,090
2010 847 2,346 4,890 8,083
 出所：2010～2019年度特殊教育統計（教育部，2010～2019）をもとに作成
Table 4　教育場所別と所属学部別の巡回教育対象学生数（2019年度）
 （単位：名）
区分
学生
教育場所 所属学部
家庭
福祉
施設
医療
機関
通常
学校
計
障害
乳児
幼稚部 小学部 中学部 高等部 計
計 1,477 833 80 1,733 4,123 180 727 1,545 905 766 4,123
特殊学校 651 271 59 ― 981 59 125 338 193 266 981
特殊学級 488 439 13 62 1,002 ― 61 385 279 277 1,002
特殊教育支援センター 338 123 ８ 1,671 2,140 121 541 822 433 223 2,140
 出所：2019年度特殊教育統計（教育部，2019）をもとに作成
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保護者が授業を見ているという負担）、授業の時間と
環境（授業時間の不足、限られた環境）といった４つ
のカテゴリーでまとめた。
　まず、Table 5から見られるように、韓国の巡回教
育と日本の訪問教育は、類似な課題を抱えていること
が分かる。
　次に、日韓の差異点については、韓国において強調
されている「教員の安全（特に、女性）」と「治療支
援の不足」が挙げられる。教員の安全は、家庭訪問を
前提とするため、日韓とも抱えている共通課題の１
つであると考える。よって、この課題については、日
本においても真剣に検討する必要がある。例えば、韓
国の大邱広域市の巡回教育運営指針においては、性暴
力を予防するため性別と年齢等を考慮して教員配置を
行うこと、教員と保護者を対象として事前指導を行う
こと、教員の安全を確保するため教育環境を点検する
こと、などを明示している（Kang & Han，2018）。
韓国の先行研究（Kang & Han，2018；Lim et al.，
2019など）は、教員の安全をはじめ、巡回教育の質的
向上を高めるためには、教員だけではなく、保護者を
対象とした巡回教育運営指針を作成した上、事前指導
を義務化する必要があると提案した。今後、これにつ
いては日韓とも検討する必要がある。
　治療支援の不足は、実現可能性という観点から見る
と、韓国のみの課題である。韓国の特殊教育支援セン
ターにおいては、教員だけではなく、治療士（理学療
法士、作業療法士、言語聴覚士など）が特殊教育関連
サービス担当者として勤務している。韓国の巡回教育
担当教員の多くは、巡回教育を行う際に治療士との協
力を高めることで、よりよい指導・支援ができると考
えているのである。日韓とも、学生の障害の重度・重
複化の問題を抱えているため、今後の巡回教育（訪問
教育）の在り方を検討するに当たっては、教員と治療
士の協力体制をベースとする制度を案として考えてみ
ることもよいと考えられる。
Table 5　分離教育型巡回教育に関する先行研究から抽出された巡回教育の課題
年度 著者 学生の障害と健康 授業形式 保護者との関係 授業の時間と環境
2018
Kang 
& 
Han
・学生の障害
・学生の問題行動（自
害や暴力など）
―
・保護者の不適切な要
求
・教員の安全（特に、
女性）
・授業空間確保の困難
・授業空間の制限
2016
Lee, 
Moon, 
& 
Jeon
・学生の障害
・学生の健康
・他の教師との距離感
・個別化教育計画の問
題
・保護者の不適切な要
求
・保護者の無関心
・保護者が授業を見て
いるという負担
・教員の安全（特に、
女性）
・授業空間確保の困難
・教材と教具の不足
・家庭訪問の負担
・移動
2016
Kim, 
Kim, 
& 
Kim
―
・１：１授業による負
担
・教育課程の不在
・保護者の理解不足
・移動
・教材・教具の不足
2015
Oh 
& 
Shin
・学生の障害
・学生の無反応
・教育課程の不在
・保護者の不適切な要
求
・保護者が授業を見て
いるという負担
・教材と教具の不足
・治療支援の不足
2015 Jeong ・学生の障害
・１：１授業による負
担
・他の教師との距離感
・保護者の不適切な要
求
・保護者の必要以上の
介入
・教材と教具の不足
・授業時間の不足
　注１）個別化教育計画は、日本の「個別の指導計画」に該当する。
　注２）下線は、Lim et al.（2019）と一致しないものである。
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５　まとめ
　本研究では、韓国における巡回教育の現状と課題を
検討した。その結果、韓国の巡回教育は「分離教育型
巡回教育」と「統合教育型巡回教育」で分けられ、前
者は日本の訪問教育、後者は日本の地域支援と比較検
討すると有効であることが分かった。本研究では、分
離教育型巡回教育を中心として整理したため、今後、
統合教育型巡回教育についても、日韓比較研究を推進
していきたいと考える。
註
１　韓国の行政区域は、広域団体（特別市／広域市／特別自治
道／道）と基礎団体（市／郡／区）で２つのタイプで分け
られる。広域団体は、１特別市（ソウル）、６広域市（釜
山、大邱、仁川、光州、大田、蔚山）、１特別自治道（済
州）、８道（京畿道、江原道、忠清北道、忠清南道、慶尚
北道、慶尚南道、全羅北道、全羅南道）で構成される。
２　朴正煕（1917年11月14日～1979年10月26日）は、韓国の政
治家、軍人。1961年の軍事クーデターで国家再建最高会
議議長に就任し、1963年から1979年まで大統領を務めた。
1972年の改憲で大統領任期と重任制限を撤廃することで永
久執権を図ろうとしたが、1979年に金載圭によって暗殺さ
れた。
３　1952年６月、三育院（現在、社会福祉法人SRC）が設立し
た肢体不自由学校である。社会福祉法人SRCは、韓国戦争
（1950年６月25日～1953年７月27日）によって増加した障害
児のための保護施設から始まり、肢体不自由児専門病院で
ある「三育再活病院」と肢体不自由学校である「三育再活
学校」を設立し、韓国における肢体不自由児の特殊教育と
リハビリテーションに力を入れてきた社会福祉法人である。
４　巡回教育は、巡回教育と派遣教育といった２つの形態で行
われる。前者は、巡回教育担当教員が家庭、施設、医療機
関、通常学校などを訪問して行うことである。一方、後者
は、巡回教育対象学生が多く居住する施設や医療機関に対
し、巡回教育学級を設置した上で、巡回教育担当教員を派
遣して行うことである。教員の所属は特殊学校や特殊学級
であるが、巡回教育学級を担当する一定期間は該当学級に
派遣されていることである。
５　サラマンカ声明とは、1994年６月７日から10日にかけ、ス
ペインのサラマンカにおいてUNESCOとスペイン政府に
よって開催された「特別ニーズ教育世界会議：アクセスと
質」で採択された宣言（特別なニーズ教育における原則、
政策、実践に関するサラマンカ声明ならびに行動の枠組
み）である。
６　特殊教育支援センターは、特殊教育対象者の早期発見、特
殊教育対象者の診断・評価、情報管理、特殊教育研修、教
授・学習活動の支援、特殊教育関連サービスの支援、巡回
教育を担当する機関である（特殊教育法第11条）。2019年
現在、教員860名、一般職公務員74名、治療士等527名、計
1,461名が務めている。
７　RISSは、韓国教育学術情報院が提供する韓国の学術データ
ベースであり、韓国の学位論文と学術論文（学会誌）を検
索するサイトである。
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